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感染拡大から命と生業守る緊急対策を
森
本
議
員
が
議
案
質
疑

　２月17日に予算議会が開会し、日本共産党神戸市議団
を代表して森本真議員が補正予算の議案質疑に立ちまし
た。森本議員は、この度上程された補正予算議案はコロ
ナで苦しむ市民にとって有効な予算となっていないとし
て、対策の抜本強化を久元市長に求めました。

　積極的PCR検査を拡大し陽
性者をいかに早く発見し、感
染の伝播を断ち切り、隔離と
治療をすることは、緊急の課
題です。しかし、神戸市は１
月27日に「積極的PCR検査の
対象から学校園・保育所など
を除く」と逆行する方針に転
換しました。これは「学校な

どに積極的PCR検査を実施す
る」と掲げた市長選挙公約に
反するものです。森本議員は
「子どもたちも検査・治療を
受けるべき。子どもたちの命
を犠牲にしてはならない」と
質し、積極的PCR検査の拡大
を求めました。

たからだ。PCR検査の拡大を
市長公約で掲げながら、検査
数を伸ばさなかったことは大
きな問題だ。それが第６波へ
の備えだったのではないか。
（検査を限定して）発見を遅
らせたから感染が拡大したの
ではないのか。
　久元市長：対象者を限定せ
ずに感染者を調べることに勢
力を注ぐことが適切とは思え
ない。共産党の皆さんがおっ
しゃるようにやれば、感染が
もっと拡大する可能性があ
る。

　森本議員：検査をすること
で無症状でも感染者が発見で
きる。久元市長は「PCR検査
や抗体キットは神戸市ではど
うにもなりません」とツイッ
ターで発言していたが、神戸
市内の企業も作っているのだ
から、もっとよびかけるべき
ではないか。
　久元市長：抗原検査キット
の調達まで基礎自治体がやる
必要はない。県の方でお願い
することが役割上適切だ。
　森本議員：やはり必要なも

答弁ダイジェスト
　小原副市長：国の指針に従
って対策を講じてきたが、第
５波のピーク時の６倍にもな
っている。そのため重症化リ

スクの高い高齢者・障害者施
設に重点化せざるを得なくな
った。
　森本議員：想定できなかっ
たのではなく、想定が甘かっ

１．�新型コロナウイルス感染症対
策について

	 ⑴�感染拡大防止のためのPCR検査
の拡大について

	 ⑵�コロナ陽性者支援など、保健所業
務体制の強化について

	 ⑶�市内事業者の実態に見合った支援
の強化について
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「共産党の言うように検査すれば感染者が増える」
「検査キットの調達まで自治体がする必要はない」市長 と答弁

科学的根拠のない無責任な市長に市民の命は守れない！

今すぐ積極的PCR検査の拡大を

朝倉えつ子議員が
総括質疑に登壇します
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市議会本会議場場所
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のは基礎自治体で確保しなけ
ればならない。これまでも私
たち日本共産党神戸市会議員

団はPCR検査の拡大や保健所
の体制強化を求めてきた。し
かし、久元市長はこの５年間

で750名の職員削減や三宮の
再開発に固執し、保健所の計
画的増員やPCR検査の拡大を

拒否してきたのが最大の問題
だ。

　神戸市は自宅療養患者の相
談窓口として市役所に「自宅
療養フォローアップセンタ
ー」を開設し、約150名の市
役所職員を配置しましたが、
民間委託することが発覚しま
した。森本議員は、民間委託
では市民の個人情報が守れな
いと厳しく批判しました。ま
た、「発熱外来に連絡したけ

ど混んでいて検査ができなか
った」「病院に朝から150回電
話をかけてもつながらない」
など、不安や心配の声も多く
あがっていることについて、
「検査に時間がかかり、陽性
と判断されても保健所からの
連絡が遅く不安になる。その
間家庭内感染が拡がる悪循環
となっている」と指摘し、よ

り迅速かつ丁寧な対応ができ
るよう、感染者への支援と保

健所体制の強化を求めまし
た。

保健所体制強化こそ最優先に
デジタル化や民間委託で市民の不安は解消しない

答弁ダイジェスト
　小原副市長：特に発熱外来
でなかなか診ていただけない
という声は聞いている。臨機
応変に対応するために民間事
業者の力を借りて、個人情報
には留意しながら適切に分担
し対応していきたい。
　森本議員：公務員だから個
人情報も守ってもらえると思
って情報を伝えている。民間
委託はそぐわない。久元市長

は、保健所はデジタル化など
の業務改善を感染が一段落し
ている時期にしっかりやるべ
きと言ったが、何もやらずに
第６波が来た。今すべきなの
は保健所体制の強化・充実
だ。医師・保健師をもっと増
やして（デジタルではなく）
人で対応できる体制が必要
だ。

　２年にわたるコロナ禍で、
市民生活や地域経済への打撃
は深刻さを増しています。こ
の度の補正予算で「コロナ禍
に直面する市内事業者等への
支援」として計上されたのは
14億5500万円です。商店街・
小売市場プレミアム商品券、
地場産業応援クーポンなど間
接支援が大半です。これまで
神戸市がおこなってきた独自

の直接支援事業であるチャレ
ンジ支援金（66憶円）や家賃
補助（18億円）などと比べて
も、規模も対象も全く不十分
です。中小業者からは、引き
続き税金や国民健康保険料の
減免の継続を求める声があが
っています。森本議員は、事
業者の実態と被害に見合った
減税や直接支援を求めまし
た。

事業者支援金や減税など実態に
見合った規模の支援を直ちに実施を

答弁ダイジェスト
　今西副市長：個人消費は感
染症再拡大の影響から持ち直
しの動きが一服しているとさ
れ、国・県の取り組みによっ
て現在では一定の支援がなさ
れていると認識している。今
後も国・県が実施する支援策
を十分に見極めた上で、市内
事業者の声も聞きながら支援
を検討したい。
　森本議員：相談して状況を
見極める、これではだめだ。
１月に始まった政府の事業復
活支援金は昨年の持続化給付

金や家賃支援の給付金と合わ
せた額の８分の１の支援にと
どまっている。融資の返済を
猶予するぐらいの施策を神戸
市として取るべきだと思うが
いかがか。
　今西副市長：2022年度より
融資の返済が本格化してい
る。中小企業庁が金融機関に
対して返済の緩和を求める制
度をつくっているが、この申
請にかなり多くの費用がかか
るので、その事務費用を支援
し、中小企業の返済を円滑に
できるようにつとめたい。

　神戸市は感染拡大によって
体制、人員が追いつかなくな
り、学校園等の積極的PCR検
査をやめてしまいました。オ
ミクロン株は重症化率が低い
とされていますが、亡くなら
れた方は第５波の４倍近くに
もおよんでいます。適切な治
療が受けられずに命の危険に
さらされている感染者を作る
べきではありません。松本議
員は、これまで必要な人員を
増やさず医療のひっ迫を繰り

返したことを反省せず、さら
に行財政改革として750人削
減を掲げていることを厳しく
批判し、感染者の発見・隔離
・治療という感染症対策の基
本に立ち返り、保健所の医
師、保健師などの増員を求め
ました。
　また、市内の中小業者は、
この２年間、借入金や支援金
などで営業をつないできまし
たが、全く足りていないのが
実態です。支援金の条件は、

売り上げの50％減収などの壁
があり受けられない事業者も
多く、さらに、コロナの収束
が見通せない中、今後の資金
繰りへの不安に加え、返済が
のしかかっています。松本議

員は「今回の補正予算案は消
費喚起が中心で、コロナ禍で
苦しむ多くの中小業者の実態
に全く見合っていない。独自
の支援策を講じるべき」と質
しました。

コロナとたたかうため医療体制と中小業者への支援強化を
松
本
議
員
が

�

反
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　２月24日神戸市議会本会議が開かれ、松本のり子議員
はコロナ対策に関連する議案について反対討論をおこな
いました。


